
平成 24 年度第 20 回定例市長記者会見資料 

（平成 25 年 3 月 27 日） 

 

●平成 24 年度エネルギー転換調査の結果について 
 

 札幌市では、原子力発電に依存しない社会の実現に向け、昨年度に引き続き「エネルギ

ー転換調査」を実施し、このたびその結果がまとまりました。 

昨年度の調査では、省エネルギーや再生可能エネルギーによって原子力発電分の電力を

代替できるという一つの試算結果を示しましたが、今年度の調査では、市内におけるエネ

ルギー設備導入の将来像を提示しているほか、具体的な施策の検討や、札幌市のエネルギ

ー転換に係るロードマップ策定に向けた試算などを行っています。 

これらの調査結果は、平成25年度に策定予定の「札幌市エネルギー基本計画」の基礎資

料として活用していきます。 

 

１ 調査期間 

平成 24 年 7 月～平成 25 年 3 月 

 

２ 調査内容（別添「平成 24 年度札幌市エネルギー転換調査 最終報告【概要版】」参照） 

 (1) 北海道における電源別発電電力量 

 (2) 販売電力量 

 (3) 平成 24 年度（2012 年度）の節電の取り組み結果 

 (4) 札幌市太陽光発電普及状況 

 (5) 札幌市のエネルギー転換の方向性 

   都心地区：既存の熱供給基盤を活用し、熱と電気のネットワークを構築・拡大 

駅周辺地区：エネルギーセンターを中心とした電気と熱のエネルギーマネジメント 

住宅地：太陽光発電や燃料電池などを中心とした分散型電源の普及 

 (6) エネルギー転換を目指した施策の検討 

   大規模再生エネルギー推進事業、太陽光発電マッチング事業、太陽光発電と蓄電池

を組み合わせたエネルギーシステム導入の推進、家庭の消費電力量見える化推進事業、

LED 推進キャンペーン事業 など 

 (7) 市民意見の把握 

   市民アンケート、市民会議 

 (8) 最新技術の動向調査 

   スマートメーター、蓄電池、燃料電池 

 (9) ＜ケーススタディ＞国の「革新的エネルギー・環境戦略」に基づいた札幌市のエネ

ルギー転換の試算 

 

３ 今後の予定 

◆ 平成 25 年度 

  ・ 市長政策室にエネルギー政策統括担当部を新設 

  ・ 札幌市エネルギー基本計画※1の策定 
※1 脱原発依存社会と低炭素社会の実現に向け、コージェネレーションなどの分散電源をはじめ、再生可能

エネルギーや省エネルギーなど、供給側の視点にも立ったエネルギー施策を展開するための、おおむね

10 年前後を目標年次とする中期実施計画。 

  ・ 総合的なエネルギー施策大綱※2の検討 
※2 脱原発依存社会と低炭素社会の実現に向け、半世紀先を見据えて定める総合的な長期エネルギー戦略。 

 ◆ 平成 26 年度 

  ・ 総合的なエネルギー施策大綱の策定 

 

基礎データの整理 



４ 平成 25 年度における札幌市のエネルギー施策推進体制 

（1）市長政策室 

   政策企画部に担当部を新設（エネルギー政策統括担当部長 1人、エネルギー政策統

括担当係長 2人）。札幌市エネルギー基本計画やエネルギー施策大綱の策定に当たり、

全庁的な統括・調整などを行う。 

 (2) 市民まちづくり局 

   都心まちづくり推進室に担当課を新設（エネルギープロジェクト担当課長 1人、エ

ネルギープロジェクト担当係長 1人）。都心をモデル地区とし、電気・熱等の各種エネ

ルギーの供給・需要の両面から、目指すべき将来像とその実現手法の検討を行う。 

(3) （仮称）札幌市エネルギー戦略推進本部会議 

   札幌市のエネルギー施策の方針決定や関連事業に係る統括・総合調整機能を担う庁

内統括機関として、25 年度のはじめに設置予定。副市長と関係局長で構成される。事

務局は市長政策室のエネルギー政策担当部。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
問い合わせ先 

 環境局環境都市推進部エコエネルギー推進課 佐藤、渡辺

電話：211-2872
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